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■関連する主な事業 （単位：千円）

太字：主要事業

⑥ 長期休暇子どもの居場所事業
5,510 長期休業時の子どもの居場所を確保し、保護者が安心して就労等ができる環

境を整備した。5,401

※標準事業は別紙参照

⑤ 福祉医療費助成事業（子ども）
214,275 義務教育終了までの子どもの医療費の一部を助成することで子育て世帯の経

済的負担を軽減するとともに、窓口無料化を中学生まで拡充し、安心して医療
を受けられるよう環境整備を図った。207,443

⑥ 放課後児童クラブ事業
232,942 放課後児童クラブ（24支援単位）に対し亀山市の実状に合わせた財政支援の

実施等により、子どもの適切な遊び及び生活の場を確保することができた。214,612

① 民間保育所等整備事業
357,778 共働き世帯の増加により就学前教育・保育のニーズが高まる中、社会福祉法

人等への財政支援を通じて低年齢児の受入れ規模を拡大し、待機児童の減
少と保育機能の充実を図った。357,778

⑤ 子育て世代包括支援事業
103,596 妊婦等子育て世帯に対し、あらゆる場面で、保健師・助産師の専門職の相談・

アドバイスや子育て情報の提供など切れ目のない支援を行ったことにより不安の
軽減や安心につなげることが出来た。96,280

施策
の方向

事業名
上段：予算額

実績・成果等
下段：決算額

① 保育所等ＩＣＴ化推進事業
5,580 ICTシステムの活用により、保護者の状況に応じて園との連絡調整等が可能と

なり、多様化する保育ニーズに対応した。また、登降園管理のシステム活用に
より、事務の効率化や利便性の向上が図れた。5,280

目指す姿 子育て世帯が、周りに支えられながら、安心して子どもを育てています。

関連する分野別計画 第２期亀山市子ども・子育て支援事業計画

基本施策に関連する
ＳＤＧｓのゴール

ＳＤＧｓ推進の考察

伴走型相談支援事業及び出産・子育て応援給付金や医療費助成などの経済的支援を行うことにより、切れ目の
ない支援につなげることができた。放課後児童クラブに対する運営費の支援等や長期休暇子ども居場所事業等
により子どもの安心できる居場所を確保することができた。このように、保健・福祉・医療・教育等の関係部署や
様々な運営母体とのパートナーシップにより、妊産婦や子ども・子育て世帯の健康的な生活と福祉を推進すること
ができた。今後も引き続き、事業を実施するとともに、子育て世帯の多様なニーズに対応できるよう支援の充実を
図る必要がある。

令和６年度 施策評価シート

施策の大綱 ４．子育てと子どもの成長を支える環境の充実 評価担当者

基本施策 （２） 安心して子どもを産み育てられる環境づくりの推進 子ども未来部長　高宮　綾子



■成果指標

1

2

3

4

5

6

7

8

■市民アンケート調査

■施策推進　[施策の方向]

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

今後の展開方針

保護者の就労状況の変化に伴う就学前教育・保育ニーズの変化等に対応するため、施設の最適化に向け検討し、就学前教育・保育施設の
再編方針を改訂する。また、病児保育等、多様なニーズに対応できる保育サービスの充実に向けて取り組む。切れ目のない子ども・子育て支
援体制の充実に向けて、産後ケア事業の拡充や家庭支援事業の実施に向けて取り組むとともに、児童発達支援センター等との連携を進め、
本市の児童発達支援の充実を図る。「亀山市公式ＬＩＮＥ」を活用し、子育てに関する様々な情報提供を充実し、子育て世帯の交流促進に取
り組む。福祉医療費助成事業については、国や近隣市町の動向に注視しつつ、制度の充実に向けて検討を行う。子どもの安心できる居場所
づくりについては、放課後児童クラブの運営・支援や長期休暇子どもの居場所事業に引き続き取り組むとともに、児童センターの移転について
も活用方法を検討する。

子どもの居場所づくりときめ細かな子
育て支援の推進

放課後児童クラブの運営支援や長期休暇子どもの居場所事業の実施により放課後等の子ども
の居場所づくりに引き続き取り組んだ。また、民間保育所による病児保育事業の開始に向け必要
な準備を行うなど多様なニーズに対応できる保育サービスの充実を図った。

総合評価
就学前教育・保育施設の受入れ機能の強化については、社会福祉法人等による認定こども園化に対する財政支援を
行い、低年齢児の受入れの拡充を図り、待機児童の減少に向けた就学前教育・保育機能の充実を図ることができた。
保護者の就労状況の変化に伴う就学前教育・保育ニーズ等の変化に対応するため、就学前教育・保育施設の再編を
検討する必要がある。魅力ある幼児教育・保育の提供については、地域資源を活用し、豊かな体験を重視した保育・
教育活動を実践し、子どもたちの自己肯定感や意欲、体力等を育むことができた。また、医療的ケアや特別な支援を
要する子どもに対して、安心できる保育体制の確保に向け必要な職員配置に努めた。保育士や看護師等の人材確保
は引き続き課題である。子育て世代が孤立しない環境づくりについては、「亀山市公式ＬＩＮＥ」によるタイムリーな情報発
信等により、地域子育て支援センターの利用者数は増加傾向にあり、子育て世帯の交流を促し、安心して子育てでき
る環境づくりにつながった。子育て世帯の自立した生活への支援については、貧困等の課題を抱えた子育て世帯へ
様々な制度や情報提供により、自立した生活への支援につながった。子育ての希望をつなぐ支援の充実については、
母子保健と児童福祉の機能を一体化した「こども家庭センター」を設置し、両機能の連携・協働を進め、子育て世帯の
ニーズに応じた切れ目のない相談・支援の充実に向けて取り組んだ。また、子どもの福祉医療費助成事業において、
義務教育修了までの子どもの医療費の一部を助成し、窓口無料化を中学生まで拡大することにより、安心して医療を
受けられる環境整備を行ったが、県内各市町での格差が生じている。子どもの居場所づくりときめ細やかな子育て支援
の推進については、放課後児童クラブの運営・支援や長期休暇子どもの居場所事業により子どもが安心できる居場所
を確保した。また、民間の児童発達支援センター開設に伴い、公民連携による面的整備型児童発達支援体制につい
て考え方を整理した。今後は児童発達支援の中核機能の発揮に向けて連携をさらに進めていく必要がある。

Ｂ
まずまず進んだ

子育て世代が孤立しない環境づくり
こども家庭センターに子育てコンシェルジュを配置し、相談しやすい体制を整備するとともに、関
係機関と連携し、伴走型相談支援を継続して行った。

子育て世帯の自立した生活への支援
貧困等の課題を抱えた子育て世帯の相談・支援を行った。引き続き、関係機関と連携し、様々
な制度の情報提供や相談・支援体制の充実を図っていく。

子育ての希望をつなぐ支援の充実
母子保健と児童福祉の機能を一体化した「こども家庭センター」を設置し、両機能の連携・協働
をさらに深め、妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を行った。

施策の方向 施策推進に関する考察

就学前教育・保育施設の受入機能の
強化

民間保育所等整備事業により社会福祉法人等による認定こども園化に対する財政支援を行い、
低年齢児の受入れの拡充と就学前教育・保育機能の充実を図った。

魅力ある幼児教育・保育の提供
豊かな地域資源を活用した体験を通じた子どもの教育・保育活動を全園で実施することができ
た。また、特別な支援が必要な子どもが安心して園生活を送れる体制を整備した。

4
重要度
満足度

0.21 0.27

3
重要度
満足度

1.39 子育ての相談、保育等の充実、子育ての環
境、いずれも重要度は高い水準を維持して
おり、安心して産み育てられる環境づくりへの
ニーズが高いことがわかる。満足度について
も、若干の上昇が見られるが、さらなる満足
度向上に向け取り組みを進めていく必要があ
る。

満足度 0.13 0.15 0.18

項目
現状値
[R2]

１次
[R5]

２次
[R6]

市民アンケートの考察

1
子育ての相談、保育等が充実して利用しや
すい

重要度 1.34 1.39

2
地域の見守りの中で、子どもを健やかに育
てられる環境が整っている

重要度 1.35 1.38 1.43
満足度 0.27

年間出生数 人 359 Ｒ２ 269 307 326 400

産前・産後の子育て家庭へのアウトリーチに
よる延べ相談件数

件 115 Ｒ２ 127 145 166 120

3 0

地域子育て支援センター利用者数 人 20,642 Ｒ２ 20,323 21,781 22,120

低年齢児（３歳未満児）待機児童数 人 12 Ｒ３ 19 5

33,000

指標 現状値
実績値

目標値
単位 R4 R5 R6 R7



■関連する主な事業 （単位：千円）

施策
の方向

事業名
上段：予算額

実績・成果等
下段：決算額

① 民間保育所補助費
22,994 民間保育所等の運営支援のため、令和6年度においては新たに性被害防止対

策設備等支援事業補助金を実施するなど各種事業の補助を実施することで、
民間保育所等における保育環境の向上を図ることができた。20,326

① 施設整備費（保育所費）
4,200 ログハウス設置工事（関認定こども園アスレ）、職員用トイレドライ化工事（神辺

保育園）など、公立保育園の施設整備を実施することで、保育環境の改善を
図ることができた。4,191

① 施設管理費（待機児童館費）

29,165
保育所等へ入所ができない待機児童の受け皿の確保や医療センターの院内
保育所としての機能及び公立保育所の拠点保育所として土曜一日保育の受
け皿としての機能を持つ施設として、待機児童館ばんびの管理運営を行うこと
で、就学前児童の保護者の負担軽減と児童の安全な保育環境の確保を図る
ことができた。

29,038

③ 地域子育て支援センター費
35,846 子育て世帯のニーズに合った子育て講座を定期的に実施し、多様な子育て世

帯が安心して遊べる場を提供した。また、亀山市公式ＬＩＮＥによりに、子育てに
関する情報を定期的に発信した。（令和6年度実績102回）35,794

③ 児童短期入所生活援助事業
364 利用希望者等に対し、制度の説明や利用時の注意点等の情報提供、申請時

の面談を行い、施設に空き状況や受入れの可否を協議し、利用可能であった
が、利用に至らなかったケース、利用希望日に施設の空きが無く断念したケー
ス等により利用実績が無かった。0

③ 要保護児童対策事業
127 亀山市要保護児童等・DV対策地域協議会において、年1回の代表者会議及

び年6回の実務者会議等を開催し、各関係機関等との連携強化を図った。104

③ 児童家庭支援事業

19,044
個々の発達や子育てに関する悩みなどに対し、心理・教育・保育等の専門のス
タッフが相談を受け、必要に応じ発達検査を行うとともに、園・学校や医療機関
等の連携により必要な支援を行った。また、養育相談のほか、児童虐待、ヤン
グケアラー等の問題を抱えた子どもに関する相談や情報を受け、関係機関と連
携し、必要な支援を行った。

18,237

③ 療育相談事業
5,555 発達等に配慮が必要な児童や家庭に対し、専門機関等と連携し、一人ひとりの

特性や発達段階に合わせた支援を行った。（集団療育相談18回、保護者対
象のプログラム9回）5,234

⑤ 一般事業（児童福祉一般事業）
30,303 子育て支援員研修を実施し、子育て支援の担い手となる人材を養成した。ま

た、母子家庭等高等職業訓練給付金等の支給については、国に合わせて制
度の拡充を行い、ひとり親世帯の自立支援を行った。27,625

⑤ 児童手当給付事業
1,800 第3子以降の出生祝金を58人に支給することで、次世代を担う子どもの出生を

祝福するとともに、子育て世帯の経済的な負担の軽減を図り、子育て環境の充
実を図った。1,740

⑥ 障がい児支援事業
65,318 公立保育園に在籍する支援が必要な園児に対し、介助員等の職員を加配す

ることで、教育・保育環境の充実を図ることができた。63,484

⑥ ファミリーサポートセンター事業
7,836 会員間のコーディネートをアドバイザーが行い、子育て支援を実施した。また、

子育て支援員研修の案内を図書館に配置するとともにLINEによる周知を行い、
援助会員の増員に努めることにより事業の充実を図った。7,693


